
 

Application Note 

HSDPA 対応基地局の測定
 

ML8720B/C 
エリアテスタ 

ML8740A/B, ML8741B 
エリアスキャナ 



1 

Slide 1
ML8720BC/8740AB/8741B-J-F-1

ML8720B/C エリアテスタ

ML8740A/B, ML8741B  エリアスキャナ

アンリツ株式会社
2006年 4月

HSDPA対応基地局の測定

 

Slide 2
ML8720BC/8740AB/8741B-J-F-1

1. HSDPAは、Release5 から適用された規格である。Release99/Release4 から

Release5への変更時には、下記のTransport Channelが1つと Physical Channelが
3つ追加された。

HS-DSCH:   High Speed Down-link Shared Channel (transport channel on HS-PDSCH)

HS-PDSCH: High Speed Physical Down-link Shared Channel (QPSK/16QAM, 複数UEで共有)
HS-SCCH:   Shared Control Physical Channel for HS-DSCH (modulation scheme, H-ARQ 情報)
HS-DPCCH: Dedicated Physical Control Channel (Up-link, Node-B へ CQI を通知)

* H-ARQ : Hybrid Automatic Report reQuest
* CQI :      Channel Quality Indicator 

2. 伝送路の電波環境によって、変調方式や伝送レートを動的に変化させる。

伝送レートは、16QAMを用いることで最大 14.4Mbps (non-Guaranteed)となる。

3. Release99/Release4 の機能に対して backward compatibility を確保しており、同一

　のキャリア周波数内で Release99 のチャネルと共存することも可能。

HSDPA (High Speed Down-link Packet Access) の概要
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UEは、2ms毎にCQIをNord-Bに報告し、変調方式やビットレートが決定

されます。
Note: 伝送品質が良い場合でも、ユーザ数が多いなど、キャパシティが小さい状態では、

　　　　　　ビットレートは高速になりません。

CQI (Channel Quality Indicator) について

aa
CQI

制御情報, ユーザデータ

Up-link
HS-DPCH

Down-link
HS-SCCH

HS-DSCH

….CQI….….CQI….….CQI….….CQI……..CQI……..CQI……..CQI

…………….復号情報, ARQ, UE ID…………………………………..

……………. ……………..ユーザデータ………………………………..

CQIは、P-CPICH(Primary Common Pilot Channel)の受信品質に基づい

て決定される。(BLER<10% を達成するTFRIを1-30の数値で示す)
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1. P-CPICH, S-CPICH
2. P-SCH, S-SCH
Release99/Release4 →Release5, Release6において 変更はありません。

よって、 ML8720/ML8740 シリーズで従来通りに測定することができます。

3. P-CCPCH (BCH復調時に受信)
Release99/Release4 →Release5, Release6において 変更はありません。

よって、BCH/BCCHの復調に影響はありません。

4. BCH, BCCH
Release99/Release4 →Release5 において、一部の SIB (System Information 
Block)の内容が変更されています。　*HSDPAには直接関係のない情報が追加されています。

Release5 用の定義ファイルを適用することにより、追加情報もテキスト変換可能と

なります。 尚、Releas5用のSIBを測定した場合でも、Release99とフォーマットが　

同一の部分のSIBの内容は、従来の定義ファイルでテキストに変換できます。

ML8720/ML8740 シリーズの受信チャネル
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Node-BがHSDPA対応になった場合でも、セルの最適化の目安はP-CPICHの受信

品質を測定することに変わりはありません。(UEと同じ)
ただし、HSDPAではBLERを小さくすることが要求されるため、エラーレートに影響を　

与えてしまう干渉波の状態を把握する必要があります。そこで、P-CPICHの受信電力

RSCPだけではなく、Ec/NoやSIRの値にも注目する必要があります。

ML8720/ML8740 は、干渉波が多い環境およびフェージング環境可においても、SIR
を高確度に測定できるため、高速データ通信が可能なエリアの地図作成に有効な　　　

ツールとなります。

Question:
HSDPAで追加された、Down-link チャネル (HS-PDSCH、 HS-SCCH)を測定する必要は無いのでしょうか？

Answer:
HS-PDSCHはデータチャネルであり、ユーザの有無で状態が異なるため、定量的な測定はできません。

また、HS-SCCHは制御チャネルであり、電力を測定するだけであれば、常に一定電力で出力されている　　　　

P-CPICHを用いて評価することと変わりません。

ML8720/ML8740 でのHSDPA対応基地局の測定
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